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働き方改革関連法について

弁護士　　笠　木　貴　裕

第１　はじめに
　　働き方改革を推進するための関係法律の整
備に関する法律（以下、「働き方改革関連法」と
いう。）が平成３０年７月６日に公布されました。働
き方改革関連法には「Ⅰ働き方改革の総合的か
つ継続的な推進」、「Ⅱ長時間労働の是正、多様
で柔軟な働き方の実現等」、「Ⅲ雇用形態にかか
わらない公正な待遇の確保」の３つの柱がありま
す。もっとも、Ⅰは理念的なものであるため、以下で
はⅡ、Ⅲについて説明します。

第2　長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方
　   の実現等について

　１　時間外・休日労働の上限規制の導入（労基
　  法）

　（１）上限規制の内容
　　①法定労働時間は、原則として１日８時間、１
　　週４０時間とされています。これらについて
　　は改正されておりません。

　　②時間外・休日労働に関する労使協定（いわ
　　ゆる３６条協定）を結んだ場合の原則的な
　　時間外労働の上限は、月４５時間、かつ年
　　間３６０時間とされています。これらの点につ
　　いても改正されておりません。

　　③旧法では、臨時的に特別な事情がある場合
　　には、あらかじめ３６条協定に「特別条項」を
　　設けておけば、無制限に時間外労働を行わ
　　せることが認められていました。

　　③′改正法では、「特別条項」を設けた場合に
　　ついても、労働時間の上限が設定されまし
　　た。すなわち、㋐１ヶ月間に１００時間未満、
　　㋑複数月（２ヶ月～６ヶ月）の平均で８０時間
　　以内、㋒年間で７２０時間以内、㋓特別条項
　　の適用は６ヶ月を上限、とする規制が設けら
　　れました。これらの上限を全て守る必要があ
　　ります。

　　なお、違反した場合には罰則が科されています。
　（２）事業・業種による特例
　　　事業や業種によっては施行日及び上限につ
　いて特例が設けられております。

　2　中小企業に対する割増賃金率の引上げ（労
　 基法）

　　　平成２２年４月１日に施行された改正労基法
　により、１ヶ月間に６０時間を超える時間外労働
　については、法定の割増賃金率が５割以上に
　引き上げられました（労基法第３７条第１項）。
　もっとも、中小事業主については当分の間、労
　基法第３７条第１項の適用が猶予されていま
　した。

　　　しかし、本改正で同条が削除されます（平
　成３５年４月１日施行）。

　3　年次有給休暇（５日）の時期指定義務（労基
　  法）

　（１）現行法
　　　現行法では、使用者は雇入れの日から起算
　して６ヶ月継続勤務し全労働日の８割以上出勤
　した労働者に対して１０日間の有給休暇を与
　える必要があります（労基法第３９条第１項）。
　また６ヶ月経過後からは１年ごとに、同条第２項
　に定める日数の有給休暇を与える必要があ
　ります。

　　　以上の年休は、労働者の請求する時期に
　与える必要がありますが、請求された時期に
　年休を与えることが事業の正常な運営を妨げ
　る場合において、使用者に時期変更権が認
　められています（同条第５項）。

　（2）改正法
　　　この度の改正において、年休の取得率を向
　上させるため、１０日以上の年休が付与されて
　いる労働者に対し、そのうちの５日間について、
　使用者が時期を定めて与える義務が定めら
　れました（改正法同条第７項）。もっとも、労働
　者の時期指定や計画的付与制度により年休
　を与えた場合には、その日数が、使用者が時
　期を指定して与える義務のある日数から除か
　れることになります（改正法同条第８項）。

　4　フレックスタイム制の見直し（労基法）
　（１）現行法
　　　現行労基法において、１回の清算期間（最
　長１ヶ月間）の所定労働時間の総枠内で、そ
　れぞれの労働者が日々 の出勤と退社の時刻、
　１日の労働時間の長さを自主的に決めること
　ができるという、フレックスタイム制が定められ
　ています（労基法３２条の３）。フレックスタイム
　制を導入するためには、適用労働者の範囲、
　清算期間、清算期間における総労働時間、そ
　の他厚生労働省令で定める事項について、
　労使協定で定める必要があります。

　（２）改正法
　　　この度の改正により、清算期間の上限が、１
　ヶ月から３ヶ月に延長されました。そのうえで、
　清算期間を１ヶ月を超え３ヶ月以内の期間とす
　る場合には、労使協定の労基署への届出が
　義務づけられました（改正法３２の３第４項）。

　　　また、清算期間を１ヶ月を超えるものとする
　場合には、清算期間の開始から１ヶ月毎の期
　間に区分したときに、それぞれの月の１週間の
　平均実労働時間が５０時間を超える場合は、
　その月に超えた時間分の割増賃金を支払わ
　なければならないこととされました（改正法３２
　条の３第２項）。

　　　さらに、改正法３２条の３の２において、フレッ

　クスタイム制を適用していた労働者が中途退職等した場合
　の清算規定が設けられました（改正法３２条の３の２）。

　5　高度プロフェッショナル制度の新設（労基法）
　　　時間ではなく成果で評価される働き方を希望する労働者
　のニーズに応え、その意欲や能力を十分に発揮することがで
　きるように、一定の年収要件を満たし、職務の範囲が明確で
　高度な職業能力を有する労働者を対象として、長時間労働
　を防止するための措置を講じつつ、労基法に定める労働時
　間、休憩、休日及び深夜の割増賃金に関する規定を適用し
　ないという新たな労働制度が設けられました。紙幅の関係で
　詳細については割愛します。

　6　労働時間等の設定の改善に関する特別措置法の改正に
　  ついて

　（１）勤務間インターバル制度の普及促進
　　　事業主に、健康及び福祉を確保するために必要な終業か 
　ら始業までの時間を講ずる努力義務が定められました（改正
　法第２条）。

　（2）企業単位での労働時間等の設定改善に係る労使の取組
　  促進

　　　企業単位での労働時間等の設定・改善に関する労使の
　取組を促進するため、１つの企業全体を通じて設置する労
　働時間等設定改善企業委員会の決議をもって、①年次有給
　休暇の計画的な付与、②同休暇の時間帯での付与、③１ヶ
　月６０時間を超える時間外労働の割増賃金率引上げ分（２５
　％）の代替休暇の付与に関する労使協定に代えることができ
　ることとなりました（改正法第７条の２）。

　　　現行法においては、上記３種の労使協定は、企業単位で
　はなく、企業内の事業場ごとに使用者と従業員の過半数代
　表者とで締結し、その事業場に保管しなければならないこと
　になっていましたが、法改正により、上記３種の労使協定を企
　業としてまとめて決議し、労使協定に代えることができるよう
　になりました。

　7　労働安全衛生法の改正について
　（１）医師による面接指導制度の改正
　　　新技術・新商品等の研究開発の業務に従事する労働者
　（改正法６８条の８の２）及び高度プロフェッショナル制度の対
　象者（改正法６８条の８の４）について、労働時間が厚生労働
　省令で定める時間を超える場合には、医師による面接指導
　を実施することが義務づけられました。

　（2）産業医・産業保健機能の強化
　　　同法の改正により、産業医・産業保健機能の強化として、
　事業者について、①産業医に対して、労働者の労働時間に
　関する情報その他の産業医が労働者の健康管理等を適切
　に行うために必要な情報を提供する義務（改正法第１３条第
　４項）、②衛生委員会に対し、産業医が行った労働者の健康
　管理等に関する勧告の内容等を報告する義務（改正法第１
　３条第６項）が定められました。

第3　雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保について
　　働き方改革関連法では、公正な待遇の確保のために、パート
タイム労働法、労働契約法、及び労働者派遣法の改正が行わ

れました（施行期日は平成３２年４月1日（中小企業についての
パートタイム労働法と労働契約法の適用は平成３３年４月１日
とされました。）。以下では、主な改正点について説明します。
　１　正規雇用労働者と非正規雇用労働者との不合理な待
　  遇差を解消するための規定の整備

　（１）有期雇用労働者への拡大
　　　法改正により、パートタイム労働法において、有期雇用労
　働者についても法の対象に含めることとされました。これに
　伴い、パートタイム労働法の名称が「短時間労働者の雇用
　管理の改善等に関する法律」から「短時間労働者及び有
　期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（略称；
　パート契約社員法）に改正されました。

　（２）不合理な待遇の禁止
　　　現行法においては、短時間労働者と通常の労働者につ
　いてのみ、不合理な待遇の差別を禁止していました。また、
　短時間労働者と通常の労働者について待遇の差が生じる
　場合には、職務の内容（業務内容・責任の程度）、職務の
　内容・配置の変更の範囲その他の事情を考慮して不合理
　性を判断することとされていました。

　　　しかし、改正法においては、短時間労働者・有期雇用労
　働者と通常の労働者について、不合理な待遇の差別を禁
　止しました。また、短時間・有期雇用労働者の基本給、賞与
　その他の待遇のそれぞれについて合理性を判断すること
　が必要となるとともに、当該待遇の性質及び当該待遇を行
　う目的に照らして適切と認められる事情を考慮して判断す
　る旨が明確化されました。

　（３）差別的取扱いの禁止
　　　現行法においては、短時間雇用労働者と通常の労働者
　についてのみ、差別的取扱いの禁止が定められていました
　が、改正法においては（１）有期雇用労働者への拡大によ
　り、有期雇用労働者と通常の労働者についても差別的取
　扱いの禁止が定められました。

　（４）派遣労働者の待遇確保について（労働者派遣法）
　　　①派遣労働者については、派遣労働者と派遣先事業場
　の雇用している労働者との均等・均衡待遇方式（改正法３
　０条の３）又は、②一定の要件（同種業務の一般の労働者
　の平均的な賃金と同等以上の賃金であること等）を満たす
　労使協定による待遇決定方式（改正法３０条の４）のいず
　れかの方式の選択制により、派遣労働者の待遇が確保さ
　れることとなりました。

　２　事業主に対する労働者の待遇に関する説明の義務化
　　　有期雇用労働者に関して、短時間労働者・派遣労働者
　についてはすでに現行法で法制化済みであった、事業主
　による待遇内容等の説明義務が新設されました（パート契
　約社員法第１４条第1項）。

　　　また、短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者につ
　いて、事業主に通常の労働者との待遇差の内容・理由等
　の説明義務が新設されるとともに、労働者が説明を求めた
　場合の不利益取扱いが禁止されました（パート契約社員
　法第１４条第２項・第３項、労働者派遣法第３１条の２第４項・
　第５項）。
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　ら始業までの時間を講ずる努力義務が定められました（改正
　法第２条）。

　（2）企業単位での労働時間等の設定改善に係る労使の取組
　  促進

　　　企業単位での労働時間等の設定・改善に関する労使の
　取組を促進するため、１つの企業全体を通じて設置する労
　働時間等設定改善企業委員会の決議をもって、①年次有給
　休暇の計画的な付与、②同休暇の時間帯での付与、③１ヶ
　月６０時間を超える時間外労働の割増賃金率引上げ分（２５
　％）の代替休暇の付与に関する労使協定に代えることができ
　ることとなりました（改正法第７条の２）。

　　　現行法においては、上記３種の労使協定は、企業単位で
　はなく、企業内の事業場ごとに使用者と従業員の過半数代
　表者とで締結し、その事業場に保管しなければならないこと
　になっていましたが、法改正により、上記３種の労使協定を企
　業としてまとめて決議し、労使協定に代えることができるよう
　になりました。

　7　労働安全衛生法の改正について
　（１）医師による面接指導制度の改正
　　　新技術・新商品等の研究開発の業務に従事する労働者
　（改正法６８条の８の２）及び高度プロフェッショナル制度の対
　象者（改正法６８条の８の４）について、労働時間が厚生労働
　省令で定める時間を超える場合には、医師による面接指導
　を実施することが義務づけられました。

　（2）産業医・産業保健機能の強化
　　　同法の改正により、産業医・産業保健機能の強化として、
　事業者について、①産業医に対して、労働者の労働時間に
　関する情報その他の産業医が労働者の健康管理等を適切
　に行うために必要な情報を提供する義務（改正法第１３条第
　４項）、②衛生委員会に対し、産業医が行った労働者の健康
　管理等に関する勧告の内容等を報告する義務（改正法第１
　３条第６項）が定められました。

第3　雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保について
　　働き方改革関連法では、公正な待遇の確保のために、パート
タイム労働法、労働契約法、及び労働者派遣法の改正が行わ

れました（施行期日は平成３２年４月1日（中小企業についての
パートタイム労働法と労働契約法の適用は平成３３年４月１日
とされました。）。以下では、主な改正点について説明します。
　１　正規雇用労働者と非正規雇用労働者との不合理な待
　  遇差を解消するための規定の整備

　（１）有期雇用労働者への拡大
　　　法改正により、パートタイム労働法において、有期雇用労
　働者についても法の対象に含めることとされました。これに
　伴い、パートタイム労働法の名称が「短時間労働者の雇用
　管理の改善等に関する法律」から「短時間労働者及び有
　期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（略称；
　パート契約社員法）に改正されました。

　（２）不合理な待遇の禁止
　　　現行法においては、短時間労働者と通常の労働者につ
　いてのみ、不合理な待遇の差別を禁止していました。また、
　短時間労働者と通常の労働者について待遇の差が生じる
　場合には、職務の内容（業務内容・責任の程度）、職務の
　内容・配置の変更の範囲その他の事情を考慮して不合理
　性を判断することとされていました。

　　　しかし、改正法においては、短時間労働者・有期雇用労
　働者と通常の労働者について、不合理な待遇の差別を禁
　止しました。また、短時間・有期雇用労働者の基本給、賞与
　その他の待遇のそれぞれについて合理性を判断すること
　が必要となるとともに、当該待遇の性質及び当該待遇を行
　う目的に照らして適切と認められる事情を考慮して判断す
　る旨が明確化されました。

　（３）差別的取扱いの禁止
　　　現行法においては、短時間雇用労働者と通常の労働者
　についてのみ、差別的取扱いの禁止が定められていました
　が、改正法においては（１）有期雇用労働者への拡大によ
　り、有期雇用労働者と通常の労働者についても差別的取
　扱いの禁止が定められました。

　（４）派遣労働者の待遇確保について（労働者派遣法）
　　　①派遣労働者については、派遣労働者と派遣先事業場
　の雇用している労働者との均等・均衡待遇方式（改正法３
　０条の３）又は、②一定の要件（同種業務の一般の労働者
　の平均的な賃金と同等以上の賃金であること等）を満たす
　労使協定による待遇決定方式（改正法３０条の４）のいず
　れかの方式の選択制により、派遣労働者の待遇が確保さ
　れることとなりました。

　２　事業主に対する労働者の待遇に関する説明の義務化
　　　有期雇用労働者に関して、短時間労働者・派遣労働者
　についてはすでに現行法で法制化済みであった、事業主
　による待遇内容等の説明義務が新設されました（パート契
　約社員法第１４条第1項）。

　　　また、短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者につ
　いて、事業主に通常の労働者との待遇差の内容・理由等
　の説明義務が新設されるとともに、労働者が説明を求めた
　場合の不利益取扱いが禁止されました（パート契約社員
　法第１４条第２項・第３項、労働者派遣法第３１条の２第４項・
　第５項）。
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